
近畿圏の現状と課題（SWOT 分析表） 
Opportunity（機会） Threat（脅威）   

① 日本文化の関心の高まり 

② 工場立地の関西回帰 

③ 国際的な水平・垂直分業の加速 

④ 国民の価値観、ライフスタイルの多様化 

⑤ 安全・安心や景観への関心の高まり 

⑥ 情報通信技術の発達 

⑦ 東アジアからの観光客数の増加 

⑧ 「公」の役割を果たす多様な主体の成長 

⑨ ユニバーサルデザインへの対応 

① 東京一極集中によるリスクの増大 

② 自然災害発生への懸念（東南海・南海地震など） 

③ グローバル化の進展とアジアの台頭 

④ 国外からの優れた人材の確保 

⑤ 地球温暖化など地球規模の環境問題が深刻化 

⑥ 人口減少による集落の消滅、耕作放棄地の拡大 

⑦ 空港における国際競争の激化 

⑧ 港湾における日本の地位低下 

⑨ 団塊世代の大量退職 

Strength 

（強み） 

① 古くからの都の存在 

② 歴史文化資産の集積 

③ 現在も息づく細やかな伝統文化 

④ 首都圏に次ぐ集積（人口、経済力、都市基盤等） 

⑤ 優れた大学・研究機関の集積 

⑥ 多様なものづくりの基盤技術の集積 

⑦ アジアとの強い人的・経済的な繋がり 

⑧ 環境先進地としての知名度（京都議定書、世界水フォーラムなどの開催） 

⑨ 太陽電池など高度な環境技術の集積 

⑩ 個性ある都市に近接する豊かで多様な自然（二次的自然） 

⑪ 阪神・淡路大震災等の経験と教訓をふまえた高い防災意識 

⑫ 防災関連機関の集積  

⑬ 歴史文化資産を活かした多様な観光地・ルートの存在 

⑭ 関西三空港（関空、伊丹、神戸）の存在 

⑮ スーパー中枢港湾「阪神港」の存在 

積極的攻勢（強みを活かす） 

○歴史・文化資産の保全、伝統技術の継承 

○伝統文化を活かした新たな文化・産業の創出 

○多様な主体の参加による自然環境の保全・再生 

○固有の資産を活かした個性ある都市・地域づくり 

○自然に触れる暮らしの誘導、提案 

○交流人口を増やす（二地域居住など） 

○東アジアをターゲットにした観光振興 

 

差別化戦略（違いを打ち出す） 

○首都機能のバックアップ 

○細やかな航空ネットワークの形成による交流の拡大 

○アジアとのネットワーク強化による人材育成・研究開発拠点の

形成 

○多様なものづくり技術を活かした次世代産業、クリエイティブ産

業の創出 

○新しい環境技術に関する研究開発の推進、世界への提案 

○防災関連機関の連携強化による国際防災拠点の形成 

○農山漁村の多面的機能（国土保全、水源のかん養、環境保全

など）の維持 

○高付加価値農業、都市型農業への転換 

○農山漁村の活性化（地域密着型産業の導入） 

○国際水平・垂直分業に対応した複合物流拠点の形成 

 

Weakness 

（弱み） 
① 企業統合に伴う本社機能の流出 

② 弱い情報発信力 

③ 関西の悪いイメージが定着 

④ 都市部の過密、環境悪化、交通混雑 

⑤ ３大都市圏で最も早い高齢化 

段階的施策（重点化戦略・チャンスを捉える） 

○多様な主体の参加によるまちづくり、地域コミュニティの再生 

○居住環境（住宅、学校、医療、治安など）の整備 

○ユニバーサルデザインによるまちづくり 

 

専守防衛又は撤退（転換・発想を変える） 

○ビジネス・ものづくり・研究開発等の機能の集約 

○規制緩和等による土地の有効活用 

○ニュータウンの再生、中心市街地の活性化 

○圏域全体での環境マネジメント 

○自助・共助・公助によるハード・ソフトの防災・減災対策 

○都市地域間の広域的な役割分担 

○広域的な課題に対応するための仕組みづくり 

○集中投資の恩恵を圏域全体で享受できるネットワークの整備 
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近畿圏の現状と課題（ＳＷＯＴ分析参考図表）
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コメント

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

①古くからの都の存在

出典：山川出版社検定教科書等より作成 は、実質的な政権の所在地であることを示す。

旧石器
縄文

弥生

近 畿

主な都の系譜

大和朝廷

弥生

大和
（古墳)

飛鳥

奈良

平安

4c

1c

2c

3c

5c

6c

7c

8c

9c

10c

11c

12c

13c

14c

15c

16c

17c

18c

19c

20c

鎌倉
南北朝

室町
(戦国)

安土桃山

江戸

明治～
平成

その他

BC

21c-

694  藤原京 遷都

710 平城京 遷都

794  平安京 遷都

1185  鎌倉幕府成立

1338  室町幕府 成立

1590  秀吉、天下統一
1603  江戸幕府成立

みやこ

1868  江戸遷都

(東京と改称)

朝倉橘広庭宮
(661-667)：福岡県

関西は、長い期間、都が置かれ、日本を象徴する文化を創造・蓄積してきた。
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②歴史文化資産の集積

出典：文化庁統計 「文化財指定等の件数」

国宝数（2007年） 重要文化財数（2007年）

史跡名勝天然記念物数
（2007年）

重要伝統的建造物群保存地区数
（2007年）

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）
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世界遺産

国宝、重要文化財、史跡・名勝、世界遺産の数は全国随一を誇り、他地域を圧倒している。



3

③現在も息づく細やかな伝統文化

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

長い歴史に裏打ちされた伝統的工芸品や伝統文化の創造が今もなお続いている。

関西ブランドを代表する伝統文化

天満天神繁昌亭

宝塚歌劇団 茶道 華道

出典：各地域観光協会HP、大阪府華道家協会HPより国土交通省作成

文楽

出典：近畿経済産業局ＨＰ資料より国土交通省作成

近畿管内の伝統工芸品



④首都圏に次ぐ集積（人口、経済力、都市基盤等）
関西は、首都圏に次ぐ人口・経済規模をもつ。空港や港湾をはじめとする都市インフラが充実し、国の地方機関や
内外の防災関係機関、多くの企業の本社、マスコミ機関などが多数立地している。

出典：関西広域連携協議会「関西を首都機能代替（バックアップ）エリアに位置づけることについての提案」

空港・港湾等の社会資本が集積・整備
• 空港（関西国際空港、大阪国際空港、神戸

空港、八尾空港）

• 港湾（特定重要港湾：大阪港、堺泉北港、神
戸港、姫路港、和歌山下津港、四日市港）

空港・港湾等の社会資本が集積・整備
• 空港（関西国際空港、大阪国際空港、神戸

空港、八尾空港）

• 港湾（特定重要港湾：大阪港、堺泉北港、神
戸港、姫路港、和歌山下津港、四日市港）

国際防災・人道支援拠点を形成
• アジア防災センター
• 国連地域開発センター防災計画兵庫事

務所
• 国連人道問題調整事務所神戸
• 国際防災復興協力機構
• 地震防災フロンティア研究センター　等

国際防災・人道支援拠点を形成
• アジア防災センター
• 国連地域開発センター防災計画兵庫事

務所
• 国連人道問題調整事務所神戸
• 国際防災復興協力機構
• 地震防災フロンティア研究センター　等

総領事館及び名誉領事館が多く設置
• 総領事館数１９（関西比率44.2%）

• 名誉領事館数５１（関西比率29.7%）

　（外務省ホームページから作成）

総領事館及び名誉領事館が多く設置
• 総領事館数１９（関西比率44.2%）

• 名誉領事館数５１（関西比率29.7%）

　（外務省ホームページから作成）

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

１３.４３１１北陸圏

１４.３４０９四国圏

２０.６５６３北海道

３０.６７６８中国圏

４５.３１,２０７東北圏

５０.５１,３３５九州圏

７８.５１,７２２中部圏

８５.２２,０８９近畿圏

２０１.４４,２３７首都圏

GRP（兆円）
2004年度

人口（万人）
2005年

広域ブロック

広域ブロック別の人口・経済規模

関西にしかない施設が集積
• 宮内庁京都事務所及び京都御所等
• 国立国際会議場
• 国会図書館関西館
• 財務省造幣局

関西にしかない施設が集積
• 宮内庁京都事務所及び京都御所等
• 国立国際会議場
• 国会図書館関西館
• 財務省造幣局

海上輸送が活発
• 関西の港湾を利用した船舶の量769百

万トン（関西比率19.1%）

• 関西の港湾を利用して輸出入される貨
物の量222百万トン（関西比率19.5%）　
（以上港湾統計年報　H12データ）

海上輸送が活発
• 関西の港湾を利用した船舶の量769百

万トン（関西比率19.1%）

• 関西の港湾を利用して輸出入される貨
物の量222百万トン（関西比率19.5%）　
（以上港湾統計年報　H12データ）

本社がある企業の数が多い
• 関西40,556社（関西比率19.3%）
（事業所・企業統計調査報告　H14データ）

本社がある企業の数が多い
• 関西40,556社（関西比率19.3%）
（事業所・企業統計調査報告　H14データ）

災害対策関係機関が充実
• 中京圏を含めて管轄する陸上自衛隊中

部方面総監部等

災害対策関係機関が充実
• 中京圏を含めて管轄する陸上自衛隊中

部方面総監部等

テレビ局の準キー局が集積
• 民放４社
• ＮＨＫ大阪放送局（東京に次ぐ規模）

テレビ局の準キー局が集積
• 民放４社
• ＮＨＫ大阪放送局（東京に次ぐ規模）

注1 ： GRP（地域総生産）は、実質・連鎖方式（2000年暦年連鎖価格）
注2 ： 九州圏は沖縄県を含む。
出典：総務省「国勢調査報告」，内閣府「県民経済計算」

首都圏に次ぐ都市基盤（例）

）

）

４
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⑤優れた大学・研究機関の集積

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

大学における論文の被引用数（理工系分野の総合）

注 ：九州圏は沖縄県を含む。
出典：文部科学省「平成18年度 学校基本調査」

関西には、多くの大学と新産業に関連する研究機関が集積している。

注：上位11位の大学 出典：（財）関西社会経済研究所「関西活性化白書2004年版」
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出典：近畿経済産業局「第Ⅱ期 近畿地域産業クラスタービジョン」等より国土交通省作成
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⑥多様なものづくりの基盤技術の集積

ものづくりの基盤技術を活かした様々な交流

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

出典：近畿経済産業局「第Ⅱ期 近畿地域産業クラスタービジョン」（平成18年2月）

関西には、ナノテク、高度機能部材製造、難加工性金属加工などのものづくりの基盤技術とハイテク産業を支える独
自の技術を持つ職人を擁する中小企業などのオンリーワン企業が集積している。

関 西 関 東 中 部

141(25.7%) 134(24.5%)

64(11.7%)

出典：（財）関西社会経済研究所
「関西活性化白書 2004年度版」

独自技術をもつオンリーワン企業数

注： 特定の市場（ニッチマーケット）において世界あるいは国内でトップクラスのシェアを
誇る企業で、企業の規模は、資本金20億円未満または売上高500億円未満を対象

関西生まれの新商品

商品 魔法瓶（象印マホービン）：大正時代
国産テレビ（早川電気、現シャープ）：１９５１年

サービス 給食サービス（一富士）：昭和初期
引っ越しサービス（アート引越センター）：１９７６年

その他 生活協同組合（神戸購買組合、現コープこうべ）：１９２０年
人材派遣（テンポラリーセンター、現パソナ）：１９７５年

出典：国土交通省資料
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関西におけるアジア国籍外国人の登録人員 (平成17年年末時点)

⑦アジアとの強い人的・経済的な繋がり

・国立国会図書館関西館（アジア関
係の豊富な資料が収集）

・奈良文化財研究所（アジアとの文
化財研究で有名）

・ATR（韓国の研究機関とﾕﾋﾞｷﾀｽ･ﾛ
ﾎﾞｯﾄの研究で協力関係を締結）

・学研都市と中国のｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸとの
交流協定の締結 ／など

関西は、他の圏域と比べアジアからの外国人居住者が多く外国人留学生も多い。また、貿易面においても輸
出入の約７割がアジア地域となっている。

学研都市で活発な学術交流

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

12.357

49.415

90.27

9.332

6.091

196.271

0 50 100 150 200

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千人）

関西の留学生数と全国比の推移

出典：文部科学省「留学生受入れの概況」
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14.5%

15.0%

15.5%

16.0%

16.5%

17.0%

17.5%

18.0%

18.5%

関西 関東 中部 その他 関西の全国比

（千人）

活発な関西とアジアの貿易

輸入輸出

出典：法務省大臣官房司法法制部 編
「第45回入国管理統計年報（H１８年版）」

割合 全国順位
大阪府 13.23% 2位
兵庫県 6.08% 5位
京都府 3.33% 8位
滋賀県 0.84% 22位
奈良県 0.63% 27位
和歌山県 0.41% 35位
近畿 24.52% －

注：アジア＝中近東を含む全てのアジア諸国

関西の港の貨物取扱量の約７割がアジア

出典：大阪府資料より国土交通省作成

出典：国土交通省資料

大阪港・神戸港・堺泉北港における貨物量の割合
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⑧環境先進地としての知名度（京都議定書、世界水フォーラムなどの開催）

出典：外務省資料より国土交通省作成

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

京都議定書締結の会議（ＣＯＰ３）や世界水フォーラムなど、環境問題をテーマとする国際会議の我が国における開
催地は、近畿圏が多くを占めている。

気候変動に関する国際連合枠組条約締約
国会議（1997年）

出典：環境省ＨＰ

○参加国：約160ヶ国

○先進国の温室効果ガス排出量について、法的拘束
力のある数値目標を各国毎に設定。

○国際的に協調して、目標を達成するための仕組み
を導入（排出量取引、クリーン開発メカニズムなど）

○数値目標
基 準 年 ： １９９０年
目標期間 ： ２００８年から２０１２年

目 標 ： 日本△６％、米国△７％、ＥＵ△８％等。

環境関連の国際会議の開催（７の国際会議中、４の国際会議が近畿圏で開催）

世界水フォーラム（2003年）

出典：第３回世界水フォーラム滋賀・京都・
大阪企画調整委員会ＨＰ

○参加国：200ヶ国を越える国と国際機関

○基本理念
・より多くの人々の参加を得、世界の人々

の水問題に対する意識を高める。
・世界の水問題に対する知識や経験を共

有するため各種の会議を設定。
・参加者それぞれが世界各地の水問題に

対する具体的な行動について議論。

近畿圏 近畿圏以外

気候変動 気候変動に関する国際連合枠組条約締約国会議 (COP) 京都(97年)

野生動物種 ワシントン条約締約国会議 京都(92年)

動植物の保護 ラムサール条約　締約国会議 北海道（93年）

酸性雨 東アジア酸性雨モニタリングネットワーク　専門家会合 富山（93年）、東京(95年）など

北西太平洋海域 北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）　政府間会合 東京（96,00年）、富山（05年）

砂漠化 砂漠化対処条約アジア・フォーカルポイント会合 滋賀(98年)

その他 水フォーラムおよび閣僚級国際会議 京都・滋賀・大阪(03年)

分野 会議名称
我が国での開催地

世界閉鎖性海域環境保全会議（2001年）

出典：兵庫県資料

○参加国：50ヶ国

○概要
・閉鎖性海域の課題解決に向け、研究者や行政担当

者、関係民間団体が一同に会し、国際的・学際的な
連携を図ることとを目的に開催。

・世界各地で７回にわたる会議が開催され、うち、第１
回及び第５回会議は兵庫県で開催。

・第５回会議においては、21世紀初頭を飾るにふさわ

しい地方、コミュニティ、市民を主役と位置づけた
「神戸・淡路宣言」を採択。
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⑨太陽電池など高度な環境技術の集積

出典：近畿経済産業局「第II期 近畿地域産業クラスタービジョン（2006年）」

・近畿圏の大学における環境分野の文献数の全国比は、２割を
超えているものもあり、全体的にも高い割合を示す。

出典：JOISデータベース(2003～2005年)

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

関西の企業では、太陽電池、燃料電池をはじめとする環境分野の研究開発が進んでいるとともに、近畿圏の
大学では、環境分野の研究開発が進んでいる。

出典：日本経済新聞社

「日経市場占有率2007年版」

・太陽電池の世界トップシェア企業の本社の多数が
関西地域に立地。

太陽電池の世界シェア 近畿圏の大学の文献数およびその対全国比

その他の環境技術

太陽電池 大学の環境技術研究

島津製作所、オムロンなどで研究環境分析・計測機器

大阪ガス、岩谷 産業、神戸製鋼所、
川崎重工業、日立造船などで研究

水素エネルギー利用技術

三洋電機、松下電器産業などで研究燃料電池

24.8%

9.3%

5.8%
8.2%

7.2%

44.7%
2005年

(1,727MW)

シャープ

Qセル(独)

京セラ

三洋電機

その他

三菱電機

25.9%
24.2%

20.7% 19.8% 19.3% 19.3% 19.2%

14.5%
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注：近畿圏：福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県



⑩個性ある都市に近接する豊かで多様な自然（二次的自然）

関西では、都市部と近接して琵琶湖などの豊かな自然が多数存在している。

出典：「関西自然に親しむ風景１００選」HP、兵庫県立コウノトリ郷公園ＨＰ、奈良県資料、
大阪市HP,東大阪市HP、国土交通省都市・地域整備局大都市圏整備課より国土交通省作成

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

熊野古道（和歌山）

琵琶湖(滋賀県)

かやぶきの里（京都府）

コウノトリの野生復帰（兵庫県）

明日香の棚田風景（奈良県）

生駒山(大阪府・奈良県)
注：●は人口30万人以上の市を示す（平成17年国勢調査）

都市部
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関西の府県別自主防災組織率は2000-2005年の5年間で着実に向上している。市民レベルにおける安全に対す
る自助・共助意識の浸透が伺え、防災意識が高まってきていると言える。

⑪阪神・淡路大震災等の経験と教訓をふまえた高い防災意識

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

府県別自主防災組織率（2000年→2005年）

出典：内閣府「防災白書」(平成13,18年）より国土交通省作成

兵庫県：
76.9％

京都府：
75.6％

滋賀県：
57.3％

奈良県：
20.0％

和歌山県：
36.8％

大阪府：
52.6％

2000年

兵庫県：
94.7％

京都府：
84.7％

滋賀県：
61.6％

奈良県：
24.4％

和歌山県：
69.2％

大阪府：
64.8％

2005年
自主防災組織とは、地域住民が「自分たちの地域は自分たちで守ろう」という連帯感に基づき自主的に結成
する組織で、平成17年４月１日現在、全国2,418市区町村のうち1,988市区町村で設置されその数は11万
5,814組織で、組織率（全国世帯数に対する組織されている地域の世帯数の割合）は64.5％（前年比2.0ポイ

ント増）となっている。

阪神淡路大震災
（１９９５年）

稲むらの火の館
（２００７年開設）

出典：「阪神・淡路大震災復興誌」
総理府阪神・淡路復興対策本部事務局発行 より

出典：広川町HPより
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⑫防災関連機関の集積
関西には、防災に特化した国際的な研究所、機関が多数存在しており、防災の観点から、世界の持続的発展に寄
与できるポテンシャルを有している。

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

主な防災関連機関の分布

出典：各機関HPより国土交通省作成
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⑬歴史文化資産を活かした多様な観光地・ルートの存在

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

関西には歴史文化資産を活かした観光地・ルートが多数存在している。

三方五湖
一乗谷朝
倉氏遺跡
永平寺

延暦寺

琵琶湖
日吉大社
園城寺
彦根城神戸北野異人館群

明石海峡大橋
メリケンパーク

有馬温泉
姫路城

天橋立
二条城

葵祭、時代祭
京都御所、桂離宮

修学院離宮庭園
桂離宮庭園

清水寺、銀閣寺
京都国立博物館

国立民俗学博物館

北山峡
瀞峡

那智滝
熊野那智大社

銀閣寺

那智大社・那智の滝

清水寺
神戸北野・異人館

天橋立

仁徳陵古墳と大仙公園

高野山

仁徳陵古墳
四天王寺、住吉大社

大阪城

薬師寺

出典：財団法人日本交通公社資料、各市町HP等より国土交通省作成

吉野山

東大寺
興福寺、春日大
社、平城宮跡、

奈良国立博物館
唐招提寺、薬師

寺、法隆寺
藤原宮跡

飛鳥

紀伊山地の霊場と
参詣道
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西日本を中心とする国際拠点空港関西
圏の国内線の基幹空港

＝関西国際空港

関西圏の国内線の基幹空港＝大阪国際（伊丹）空港

神戸市及びその周辺の国内航空需要
に対応する空港＝神戸空港 Ｈ18.2.開港

18:00　関空上屋搬入

19:00　輸出通関・許可

16:00  大阪近郊工場出荷

22:00　航空会社締切時間

11:00　上海空港着

20:00　貨物引取り

午前中  保税転送申告

14:00 頃　上海発

19:00 頃　蘇州着

10:00  関西空港発

こ
の
間
　
約
1
6
時
間

翌日

翌々日

モデル事業以前の関空の状況　（関空⇒上海）

※リードタイムはモデルイメージです

現在の関空の状況 （関空→上海）

翌々日

未明　　上海空港着

10:00　貨物引取り

午前中  保税転送申告

18:00　関空上屋搬入

19:00　輸出通関・許可

16:00  大阪近郊工場出荷

22:00　航空会社締切時間

14:00 頃　上海発

19:00 頃　蘇州着

こ
の
間
　
大
幅
短
縮

※リードタイムはモデルイメージです

翌日

深
夜
貨
物
便
活
用

関空深夜発

深夜便を活用した最適物流の実現深夜便（モデル事業）を活用した最適物流の実現

4:15 上海空港着
10:00 貨物引取り

午前中 保税転送申告

深
夜
貨
物
便
活
用

3:00 関西空港発

翌日

11:00 上海空港着
20:00 貨物引取り

午前中 保税転送申告

（H19.8.2 第２期供用開始）

⑭関西三空港（関空、伊丹、神戸）の存在

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

関西では関西国際空港、大阪国際（伊丹）空港、神戸空港の３つの空港が整備され、相互連携している。こ
のうち関西国際空港はわが国初の本格的24時間国際空港として活用が期待される。

出典：関西国際空港株式会社資料等より作成

ロサンゼルス都市圏と関西圏の空港配置

関西国際空港

大阪国際空港
（伊丹空港）

神戸空港

関西国際空港の24時間化へ向けた取り組み

役割分担の考え方

10:00 関西空港発

翌日

この間、約１日短縮

こ
の
間
、
約
７
時
間
短
縮

23:55 航空会社締切時間

適切なフライト
がないた
め・・・

14:00頃 上海発
19:00頃 蘇州着

14:00頃 上海発
19:00頃 蘇州着
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⑮スーパー中枢港湾「阪神港」の存在

Ｓｔｒｅｎｇｔｈ（強み）

夢洲トンネル
■整備中

■目標 世界トップクラスのコスト・スピード・サービスの実現
・ 港湾コスト ： 現状より約３割低減
・ リードタイム ： 現状３日程度を１日程度まで短縮

（シンガポール港と同レベル）

・広域連携強化への支援
・24時間フルオープン化への支援
・船舶の大型化への対応
・民間ターミナルオペレーターへの無利子資金の貸付
・民間ターミナルオペレーターへの行政財産の貸付

水
深

15m

水
深

16m
1,150m

700ｍ

水深15m

400ｍ

平成18年度
PC18岸壁(-16m）新規着工

500m

1,100m

水深15m
水深16m

平成17年度
C12岸壁(-16m）新規着工

運営者：神戸メガコンテナターミナル株式会社（H17.11.8認定）

阪神港の連携強化！

神戸港、大阪港を「スーパー中枢港湾」に
指定（平成17年7月4日）

大阪港神戸港

運営者：舞洲コンテナターミナル株式会社（H17.11.6認定）

世界トップクラスのコスト、スピード、サービスの実現を目指し、大阪港、神戸港が連携する「阪神港」スーパー中枢港
湾プロジェクトや、大阪湾諸港の一開港化が進められている。

出典：国土交通省資料等より作成
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①企業統合に伴う本社機能の流出

48

89 92 92
79

24
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48
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S60 H2 H7 H12 H15

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

16.0

単独本社 複数本社（主）

複数本社（従） 東京移転

大阪の本社・本店数の割合

出典：大阪府立産業開発研究所「大阪における企業の本社機能－企業の本社機能に関するアン

ケート調査結果報告書－」（産開研資料No.88）（平成16年３月），

国税庁統計（「大阪の本社・本店数の全国に占める割合」のみ）

計80

計146
計158 計166

計156

※資本金100億円以上の企業が対象

＜類型の考え方＞

単独本社

複数本社（主）

複数本社（従）

東京移転

：大阪府下にのみ本社のある企業

：主たる本社機能が大阪府下にある企業

：主たる本社機能が大阪府下以外（主に東京）にある企業

：かつて大阪に本社があったが東京他へ移転した企業

単独本社、複数本社（主）→複数本社（従）

単独本社、複数本社（主）（従）→東京他の単独本社

単独本社→複数本社（主）

S60～H2

H2 ～H7

H7 ～H12
H12～H15

S60～H2
H2 ～H7
H7 ～H12
H12～H15

S60～H2
H2 ～H7
H7 ～H12

H12～H15

藤沢薬品工業、住友特殊金属、松下電工、昭和ア
ルミニウム
レンゴー、三洋電機、ニッセイ同和損害保険、三井
住友ファイナンシャルグループ（住友銀行）、オート
バックスセブン
鐘淵化学工業、日立造船、日本生命保険
ダイセル化学工業、三菱ウェルファーマ、ＵＦＪホー
ルディングス、大同生命保険

日本板硝子
（該当なし）
大林組
住友化学工業、丸紅、ニチメン、いちよし証券、ＴＩＳ

コスモ石油、和光証券
（該当なし）
カネボウ、ライオン、タクマ（→兵庫県）、日本パル
カー工業、兼松、松下精工（→愛知県）
住友商事、三井住友ファイナンシャルグループ、ポ
ケットカード、ニチモ、オートバックスセブン

※和光証券と松下精工の２社は、合併や子会社化により対象から外れたた
め、H15の企業数は１１社となっている。

※ライオンについては、「会社四季報」上に記載されているが、「過去に大阪
に本社機能をおいたことはない」との回答あり。

出典：大阪府立産業開発研究所(同左），（東洋経済新報社「会社四季報」各年版より作成）

Ｗｅａｋｎｅｓｓ（弱み）

類型別にみた大阪府に本社がある数の推移
本社の類型が変更された企業

大阪の本社・本店数の割合が減少し、本社機能の流出が進んできている。

（％）（社）
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②弱い情報発信力
マスメディアの東京一極集中が進み、全国ネットの情報の大半が東京から発信されている。

Ｗｅａｋｎｅｓｓ（弱み）

10.1%

1.3%

1.1%

2.1%

77.7%

3.3%

4.4%

2006年3月
(4,229社)

大阪

京都

東京

神奈川

埼玉

愛知

その他

注： ㈱出版ニュース社「出版年鑑2006」より作成。
出典：電通総研「情報メディア白書2007」

都道府県別出版社の構成比

78.7

49.3

15.4
11.5 9.5

6.0 5.9
3.7 2.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

首都圏 近畿圏 九州圏 四国圏 北陸圏 東北圏 中部圏 中国圏 北海道

(1015ワード)

発信情報量（2004年度)

注: 「（地域別）情報流通センサス」とは、電話、インターネット、
テレビ・ラジオ放送、手紙、新聞・雑誌、ビデオ・音楽ソフト、
映画上映、学校教育などの36のメディアを対象に都道府県
別の情報流通量を計量した調査。左記の図表はそのうちの
「情報発信量」を示したものである。
メディアグループ別の情報流通量計量概念は以下のとおり。

電気通信系：各放送事業者から送信された全番組の情報量
輸送系：手紙・手交文書の文面の全情報量及び印刷・プレ
スされて出回った書籍・ＣＤ・ビデオソフトの全情報量
空間系：対話で話し手が話した情報量及び各地の映画館・
劇場で１年間に上映・上演された映画・演劇の情報量の
総和。なお、「発信情報量」は各メディアにおける情報の発
信者が実際にメディアに乗せて発信した情報の総量で、各
都道府県の発信情報量は情報発信地点でカウント。情報量
の計量に際しては、全てのメディアに共通な尺度として、日
本語１語（文節相当）を基礎とした「ワード」に換算している。

主な地方局の自社制作番組比率

注：(社)日本民間放送連盟 テレビ回線部「平成18年度ネットワーク現況調査」より作成
出典：電通総研「情報メディア白書2007」

(単位：％)

東京 日本テレビ 94.9 TBS 94.2 フジテレビ 93.7 テレビ朝日 94.6 テレビ東京 98.5 東京メトロポリタン テレビジョン 36.8
大阪 読売テレビ 28.4 毎日放送 30.0 関西テレビ 25.9 朝日放送 36.3 テレビ大阪 11.4 サンテレビジョン 18.8
愛知 中京テレビ 13.6 中部日本放送 19.7 東海テレビ 22.0 名古屋テレビ 14.6 テレビ愛知 8.7 岐阜放送 12.6
北海道 札幌テレビ 21.9 北海道放送 9.2 北海道文化放送 24.0 北海道テレビ 22.0 テレビ北海道 5.2
福岡 福岡放送 17.1 RKB毎日放送 15.1 テレビ西日本 12.2 九州朝日放送 19.0 TVQ九州 4.8

フジテレビ系列TBS系列日本テレビ系列

－

独立UHF系列テレビ東京系列テレビ朝日系列

－

出典：総務省情報通信政策局「平成16年度情報流通センサス
報告書」（平成18年３月）
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コメント

Ｗｅａｋｎｅｓｓ（弱み）

③関西の悪いイメージが定着
大阪を中心とした関西のマイナスイメージとして、「ひったくりが多い」、「違法駐車が多い」、「公共心がない」といった
といった点がよく指摘されるが、犯罪発生率や治安悪化度が高いことが原因の一つとなっている。また、「まちが汚
い」、「緑が少ない」といった大阪のマイナスイメージについては、市民の実感と合致している。

大阪では、緑・水辺などの自然とのふれあい、騒
音・大気汚染、まちの景観に対する不満が多い

出典：警察庁｢平成17年の犯罪情勢｣（平成18年4月） 、総務省国勢調査｢人口推計年報｣より作成
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広島県
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20 30 40 50 60 70 80

治安悪化度

犯

罪

率

多い

少ない

奈良県

和歌山県

大阪、京都、兵庫は犯罪が多く、悪化度合いも
高い（大阪は偏差値が71.7と最も高い）

治安悪化度×犯罪発生率

注：犯罪発生率＝人口10万人あたりの刑法犯認知件数
治安悪化度＝1996年の刑法犯認知件数を100とした2005年時点での指数

（全国平均＝50）

（全国平均＝50）
注：不満率：各項目について「非常に不満」「多少不満」の合算値

大阪府には大阪市は含まれている

出典：国土交通省「平成15年住宅需要実態調査」をもとに大阪市作成

住環境の各要素に関する不満率
〔％〕
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コメント

Ｗｅａｋｎｅｓｓ（弱み）

④都市部の過密、環境悪化、交通混雑

全国における都道府県道以上の渋滞損失時間（H16）

交通混雑・・・近畿の渋滞損失時間は全国の２割で関東に続き
全国でワースト２位

密集市街地

高度経済成長期の投資により都市インフラは充実している一方、負の遺産である密集市街地や交通渋滞、大都市
特有のヒートアイランド現象などの課題が残されている。

近畿圏の夏季の最高気温の分布

出典：環境省「平成１７年度ヒートアイランド現象による環境影響に関する調査検討業務 報告書」

ヒートアイランド現象

【1980～1984年の8月】 【2000～2004年の8月】

0.5

0.7

0.7

0.9

1.1

1.3

1.4

3.3

4.3

7.3

0 1 2 3 4 5 6 7 8

沖縄

四国

北陸

北海道

東北

九州

中国

中部

近畿

関東

（億人時間／年）

全国：約21.6億人時間／年

重点的な改善が必要な密集市街地が、H14年度末で全国の約
４割（3100ha）が大阪に集中

渋滞損失時間
[単位:千人時間/km･年]

    ～ 150
150 ～ 300

300 ～ 450

450 ～ 600

600 ～

1kmあたりの渋滞損失間

（平成16年度確定値） 出典：国土交通省作成
出典：国土審議会 第12回計画部会資料

地震時等において大規
模な災害の可能性があ
り重点的に改善すべき
密集市街地

京阪神都市部に集中
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⑤３大都市圏で最も早い高齢化
３大都市圏の中で、2005～2025年の人口減少率は、関東でほぼ０％、中部で5.7％であるのに対し、関西は9.3％と最
も大きい。また、2035年での高齢化率は関東31.4％、中部31.9％であるのに対し、関西33.5％と、関西は関東、中部よ
り５年前後早く高齢化が進むと言える。

出典：2007年度版関西経済白書（関西社会経済研究所）。総務
省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「都
道府県の将来推計人口（2002年３月推計）」「日本の将来
推計人口（2006年12月推計）のデータをもとに、関西社会
経済研究所にてコーホート要因法を用いて推計。

注：総人口は年齢「不詳」含むため、年齢三区分の合計値と総人口
は一致しない。

関西の人口推計

485 450 380 337 316 302 288 259 230 207 191 179 108 155 141

1366 1433 1496 1513 1492 1435
1364

1272
1214

1165 1096
1008

902 825
763

595

(37.8%)

596

(31.7%)

598

(30.4%)

602

(29.4%)

575

(27.3%)

497

(23.1%)

357

(16.4%)

292

(13.6%)

241

(11.3%)
206

(9.8%)
179

(8.8%)

610

(36.3%)

598

(33.5%)

424

(19.5%)

568

(38.6%)

0

500

1000

1500

2000

2500

1980 85 90 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40 45 50

65歳以上

15～64歳

15歳未満

（万人）

(年)

847 794 680 606 568 554 542 505 460 420 394 376 362 346 325

2452 2642 2849 2933 2936 2902 2844
2733 2676 2634 2540 2388

2194 2049 1938

1323

(36.9%)

1348

(36.0%)

1216

(29.3%)

1182

(27.9%)

1157

(26.9%)

1076

(24.9%)

911

(21.2%)
619

(15.0%)
495

(12.2%)
395

(10.0%)
324

(8.6%)268

(7.5%) 1337

(34.3%)

1268

(31.4%)

757

(17.9%)

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500

5000

1980 85 90 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40 45 50

65歳以上

15～64歳

15歳未満

（万人）

(年)

関東の人口推計

中部の人口推計

371 351 304 275 259 250 237 215 192 174 162 154 145 134 132

1028 1079 1136 1158 1148 1128 1094
1041 1007 977 932 871

793
733 683

480

(37.3%)

494

(36.3%)

498

(34.7%)

481

(31.9%)

476

(30.3%)

473

(29.1%)

470

(28.2%)

447

(26.2%)

390

(22.7%)

339

(19.7%)

289

(17.0%)

241

(14.4%)
195

(11.9%)
164

(10.0%)
140

(9.1%)

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

1980 85 90 95 2000 05 10 15 20 25 30 35 40 45 50

65歳以上

15～64歳

15歳未満

（万人）

(年)



21

コメント①日本文化の関心の高まり

■書籍、絵画、美術品など文化芸術関係の輸出額の推移

外国語で翻訳されて流通している漫画、アニメ

出典：
www.luk.es/centroev
entos.htm

出典： ソニーHP

世界で放映される「日本のアニメ」、世界で出版される「日本のマンガ」、世界でリメイクされる「日本映画」、世界で根
強い人気を誇る「日本食」、世界で受け入れられている「日本のゲーム」など、日本のソフトパワーが世界中で根強い
人気を誇っている。

世界中で販売され人気の高い日本製のゲーム機器

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

３倍

出典：丸紅経済研究所「文化関係収支表」

５兆円

１９９２年

１５兆円

２００２年

韓国、中国、台湾、香港、インドネシア、
タイ、スペイン、オランダ、ドイツ、デン
マーク、フランス など各国で流通
出典：日本経済新聞、日経産業新聞、日経流

通新聞ＭＪ、朝日新聞、毎日新聞、大阪
読売新聞、中国新聞、北海道新聞

韓国、中国、タイ、アメリカ、スペイン、
デンマーク、イタリア、ルーマニア、フ
ランスなど各国で流通

海外における「日本食レストラン」の展開状況

出典：海外日本食レストラン認証会議資料（農林水産省推計）

出典： Amazon.com

出典：朝日新聞、日経産業新聞、中日新聞、
FujiSankei Business、ＡＥＲＡ、週刊ダ
イヤモンド、日刊スポーツ

出典： 任天堂HP

【オセアニア】
約500～1,000店

【中南米】
約1,500店

【北米】
約10,000店

【ロシア】
約500店

【中東】
約100店

【アジア】
約6,000～9,000店

【欧州】
約2,000店
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②工場立地の関西回帰

出典：日本政策投資銀行「DBJ Kansai Topics 工場立地の「関西回帰」とその経済効果」
（2006年２月）

全国の工場立地件数に占める関西のシェア

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

関西地域の向上立地件数は、2000年以降増加傾向で推移し、全国の工場立地件数に占めるシェアも大きく上
昇している。

出典：平成１９年６月１３日付け毎日新聞朝刊より
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③国際的な水平・垂直分業の加速

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

出典：国土交通省国土計画局 産業展望・東アジア連携専門委員会 第９回資料

東アジアにおける鉱工業品中間財の貿易状況

東アジア域内では、相互に部品を供給し合う関係が進展しており、わが国の部品輸出が増加している。

中国向けの
中間財（部品）輸出が

10倍近く増加

我が国は、東アジアの各国
に対し中間財（部品）を輸出



④国民の価値観、ライフスタイルの多様化

日本人の価値観を世論調査でみると、経済的繁栄より歴史・伝統、自然、文化・芸術を重視する方向に変化
してきている。また、「物質的な豊かさ」よりも「心の豊か」に重きをおく割合が高くなっている。

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

注：誇りに思うこと：複数選択。選択し「自由で平和な社会」は１９９１年の調査から加わっている。心の豊かさ：「物質的
にある程度豊かになったので、これからは心の豊かさやゆとりある生活をすることに重きをおきたい」。物質的豊か
さ：「まだまだ物質的な面で生活を豊かにすることに重きをおきたい」

出典：内閣府「国民生活に関する世論調査」、「社会意識に関する世論調査」をもとに国土計画局作成。

日本の国や国民について誇りに思うこと 「物質的な豊かさ」と「心の豊かさ」

24
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⑤安全・安心や景観への関心の高まり

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

大地震などの自然災害に対する意識が高まっている。また、街並みや景観への関心への高まりを背景にし、
景観条例制定している市町村が急増している。

近くの学校や公園など避難する場所を
決めている

食用や飲料水を準備している

携帯ラジオ、懐中電灯、医薬品などを
準備している

消火器や水をはったバケツを準備して
いる

家具や冷蔵庫などを固定し、転倒を防
止している

貴重品などをすぐに持ち出せるように
準備している

家族との連絡方法などを決めている

非常持ち出し用衣類、毛布などを準備
している

防災訓練に積極的に参加している

自分の家の耐震性を高くしている

ブロック塀塀を点検し、倒壊を防止して
いる

耐震診断を行い、自分の家の危険度
を把握している

自分の家の耐震性を高くしている

その他

特に何もしていない

わからない

46.6

16.7

18.6

22.3

19.9

14.8

21.2

12.8

9.5

5.0

6.5

3.2

0.0

0.3

31.0

0.1

49.2

28.7

25.6

23.3

21.6

20.8

20.3

19.3

11.0

8.1

6.5

3.3

3.2

0.4

29.7

0.6

0 10 20 30 40 50 60

携帯ラジオ、懐中電灯、医薬品などを準備している

近くの学校や公園など避難する場所を決めている

食料や飲料水を準備している

消火器や水をはったバケツを準備している

家具や冷蔵庫などを固定し、転倒を防止している

貴重品などをすぐに持ち出せるように準備している

家族との連絡方法などを決めている

非常持ち出し用衣類、毛布などを準備している

防災訓練に積極的に参加している

自分の家の耐震性を高くしている

ブロック塀を点検し、倒壊を防止している

耐震診断を行い、自分尾家の危険度を把握している

自分の家の耐震性を高くしている

その他

特に何もしていない

わからない

(%)

平成14年9月調査

今回調査

出典：「地震防災対策に関する特別世論調査」（平成17年９月内閣府）

問「大地震に備えてとっている対策」（複数回答可）

・携帯ラジオ、懐中電灯、医薬品などを準備している 46.6％→49.2％
・近くの学校や公園など避難する場所を決めている 16.7％→28.7％
・食料や飲料水を準備している 18.6％→25.6％ 等

出典：国土交通省資料（地方公共団体へのアンケート調査（平成16年３月31日現在）

市町村景観条例の制定数の推移（累積）

◇景観行政団体 ２８１地方公共団体

◇景観計画策定団体 ４７団体
（１９年５月１日現在）

出典：国土交通省資料
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⑥情報通信技術の発達
インターネット利用人口は年々増加し、普及率は約67％(2005年度)に達している。また、高速なアクセスが可能なブ
ロードバンドサービスの契約数はH18.6末で約2400万となった。テレワークは674万人が利用していると見込まれる。

出典：総務省「平成１８年情報通信に関する現状報告」をもとに国土交通省国土計画局作成。

出典：総務省調べ

平成18年3月末現在

出典：総務省「平成18年版情報通信白書」

ブロードバンド契約数

出典：国土交通省「テレワーク・SOHOの推進による地域活性化のための総合的支
援方策検討調査｣及び国土交通省「テレワーク実態調査｣により作成

テレワーク人口

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

ブロードバンド（BB) 整備状況（世帯カバー率）
インターネット利用人口及び人口普及率の推移

（万人）

（万人）



27

コメント⑦東アジアからの観光客数の増加

訪日外国人のシェアはアジアが約７割と最も多く、旅行者数も年々増加している。

257 230
300 326

267
291

314

347

61 .4

52.5

56.7

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

注： 2006年1月の値は暫定値、２月以降の値は推計値

2003年以前の
過去最高値

524

7～12
月

1～6
月

2003年度から
ビジット・ジャパン・
キャンペーン開始

521

初めて
600万人を

達成

614

過去最高値
を達成

673

日中観光交流年の
取組み等により750
万人を目指す

１～３月計
前年比

７．１％増

３月 ＋1.7％

２月 ＋1.1％

１月 ＋18.8％

訪日外国人旅行者数の推移

総計
673万人

アジア
463万人
（68.8%）

欧州
80万人（11.9%）

北米
100万人
（14.9%）

国・地域別の訪日外国人旅行者数(2005年)

オセアニア
24万人（3.6%）

○アジア463万人の内訳
・韓国 175万人 (26.0%) ・タイ 12万人 (1.8%)
・台湾 127万人 (18.9%) ・シンガポール 9万人 (1.4%)
・中国 65万人 (9.7%) ・その他 45万人 (6.9%)
・香港 30万人 (4.4%)

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

出典：日本の国際観光統計2005年度版（ＪＮＴＯ）
2010年代に訪れるとされるアジア観光ビッグバン（第４次観光革命）

出典：石森秀三・坂上英彦「ビジター
産業に進路をとれ」等より

第１次(1860年代)
欧州での国内観
光の大衆化と有閑
階級の世界旅行

第２次(1910年代)
米国の中産階旧
の欧州旅行

第３次(1960年代)
先進諸国の国際
旅行活発化

第４次(2010年代)

アジアでの観光需要の爆発
（経済成長による国民所得の
増加､巨大ハブ空港の建設等）



⑧「公」の役割を果たす多様な主体の成長

淀屋橋 大阪城

■大阪市長・關一の寄付を呼びかけ
により、市民の浄財で大阪城が復興。
（昭和初期）

■ 橋洗い

昔

今

■大坂にあった約２００の橋のうち、「公儀
橋」はわずか１２橋で、残りの橋は民の力で
架けられた。（江戸時代）

関西においては、社会資本の整備・維持管理において「公」の役割を果たす多様な市民活動が展開される風
土が根付いている。

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）

■清掃 ■打ち水■ 違反広告物撤去
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⑨ユニバーサルデザインへの対応
企業においても、ユニバーサルデザインの考え方にもとづく商品開発や企業活動の取組みが進みつつある。
まちづくりや公的機関の取組みについても、高齢者や障がい者を対象としたバリアフリーから全てのひとを
対象としたユニバーサルデザインへの対応が求められている。

出典：「都立建物のユニバーサルデザイン導入ガイドラ
イン」東京都財務局

ユニバーサルデザインの対象
は「すべてのひと」

缶チューハイに記された点字「おさけ」

シャンプーの識別凹凸
出典：Wikipedia

Ｏｐｐｏｒｔｕｎｉｔｙ（機会）



①東京一極集中によるリスクの増大
首都圏には、政治中枢機能、行政中枢機能、経済中枢機能が集中しており、直下型地震等が起こった場合の
影響は広く全国・世界に及ぶ。

地震・台風・水害その他の発生危険性

住宅の構造特性・住宅密度・都市の安全対策水準から構成される脆弱性

家計・経済水準等に基づく経済上の影響規模

東京・横浜：710

大阪・神戸・
京都：92

ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ：167

ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ：100

ﾆｭｰﾖｰｸ：42

○首都圏の災害リスクは世界一（ミュンヘン再保険会社による大都市の災害危険指数）

ﾜｼﾝﾄﾝ・
ﾎﾞﾙﾁﾓ
ｱ：16

出典：topics ANNUAL REVIEW: NATURAL CATASTROPHES 2002 (Münchener Rückversicherungs-Gesellschaft, 2003)

・政治・行政の中枢
・さらに、人口の26％、資本金10億円以上企業の本社の56％ *
が集中する、経済活動の中枢

・これらが、日本の国土の3.5％*の面積に集中
（*東京・神奈川・埼玉・千葉）

○首都圏には様々な機能が集中

バックアップ

Ｔｈｒｅａｔ（脅威） 30



②自然災害発生への懸念（東南海・南海地震など）

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

震源域と震度分布

被害想定 ●全壊棟数
●死者数

（うち津波被害

●経済被害

約３３万棟～約３６万棟
約１万２千人～約１万８千人

約３，３００人～８，６００人）

約５７兆円

１．津波防災体制の確立

２．広域防災体制の確立

３．計画的かつ早急な予防対策の推進

４．東南海・南海地震の時間差発生による災害
の拡大防止

死者数 約１７，８００人 約９，１００人

経済被害額 約５７兆円 約３１兆円

今後１０年間で死者数、経済被害額を半減

震源域

津波の高さ（満潮時）

津波の波源域

地震防災対策推進地域

小笠原諸島

東南海・南海地震対策大綱

21都府県403市町村
（平成18年４月１日現在）

地震防災戦略

具体目標例：津波ハザードマップ策定率 100％へ
津波防災訓練の実施 全沿岸市町村で実施震度６弱以上または津波の

浸水深２ｍ以上と予想される地域等

津波避難意識の向上

東南海・南海地震は、今世紀前半での発生が懸念。

東南海・南海地震に係る特別措置法に基づき、推進地域を指定して計画を策定
し、観測施設、避難地・避難路、消防用施設の整備等を推進。

・推進地域外も含めた対策の総合的計画

東南海・南海地震等の発生が懸念されており、地震対策の総合的な計画策定や防災戦略が進んでいる。

出典：中央防災会議資料
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③グローバル化の進展とアジアの台頭

米国
32%

ユーロ圏
(12カ国)

18%

韓国
2%

インド
2%

ロシア
3%

ブラジル
2%

中国
31%

日本
9%

米国
39.2%

ユーロ圏
（12カ
国）
31.3%

韓国
2.3%

インド
2.1%

ロシア
1.9%

ブラジル
2.1%

中国
5.5%

日本
15.6%

2030年の世界名目GDPに占める各国のシェア

注：1．世界は上記８カ国・地域の合計。
2．ユーロ圏12カ国とは、2005年３月時点のユーロ

導入国（アイルランド、イタリア、オーストリア、
オランダ、ギリシャ、スペイン、ドイツ、フィンランド、
フランス、ベルギー、ポルトガル、ルクセンブルグ）。

出典：内閣府「日本21世紀ビジョン」をもとに
国土交通省国土計画局作成

2004年の世界名目GDPに占める各国のシェア
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出典：財務省貿易統計をもとに国土交通省国土計画局作成

日本からの地域別輸出貿易額のシェアの推移 わが国の国際海上コンテナ貿易額の試算結果

その他

欧米

東アジア

22

95
（4.4倍）

16

29 (1.8倍)

40

131（3.3倍）

0

20

40

60

80

100

120

140

2003年 2030年

方面別輸出入合計額

2

7

出典：国土交通省『新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える
総合的な交通体系 最終報告』（平成１７年５月）

中国などの台頭により世界経済に変化が生じている。（2030年のGDPシェアは中国が31%に(日本9%)）

貿易関係も変化してきており、日本の2003年以降の輸出シェアは、対欧米を対アジアが上回っている。

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）



④国外からの優れた人材の確保

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

海外の高度人材の受け入れ

専門的・技術的分野の外国人受け入れ数

（注）「投資・経営」、「法律・会計業務」、「研究」、「教育」、「技術」、「人文知識・国際
業務」、「企業内転勤」および「技能」の各資格に基づいて入国した外国人の総計
出典：法務省ホームページ「出入国管理統計」より作成

○専門的・技術的分野の外国人受け入れ数は
近年横ばい

アジアからの留学生の受け入れ地域と受け入れ人数（高等教育：2002/2003年）

出典：国土審議会 第８計画部会資料

21,750
23,413

25,170

20,009
18,288

22,494

19,063
20,342

17,954

18,844
22,648

23,065

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005(年)

(人)

○わが国が受け入れる留学生数は増加傾向にあるが、大学レベルでのアジアからの留学生の受

け入れ先としては北米（約３８万人）が最も多く、次いでヨーロッパ（約28万人）となっており、日本

を除くアジア諸国で11万人となる中、日本での受け入れは７万人に止まっている。

アジアからの留学生の留学先

２００４年の出身地別内訳

（世界計は13,214人）

出典：国土審議会 第６回計画部会資料

専門的・技術的分野の外国人の受け入れはほほ横ばいの状況になっている。
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⑤地球温暖化など地球規模の環境問題が深刻化
温室効果ガス排出量増加の結果、今後も地球温暖化が進むと予測されており、豪雨日数の増加や、海面水位の上
昇など地球的規模の課題になっている。

出典：国立大学法人東京大学気候システム研究センター、独立行政法人
国立環境研究所、独立行政法人海洋研究開発機構地球環境フロン
ティア研究センターの合同研究チームによる計算結果（2004）

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

21世紀後半（2071～2100年の平均）における日本の夏季（６・７・
８月）平均気温は、20世紀後半（1971～2000年の平均）に比べて、
４℃程度上昇すると予測されている

地球温暖化による影響として、豪雨日数の増加が予測され
る。21世紀後半にかけて、豪雨の頻度が増加することが予
測されている。

出典：環境省パンフレット「STOP THE 温暖化 2005」

豪雨日数の増加以外にも、以下のような影響が考えられる。
○真夏日日数の増加
○大雨の増加、洪水の多発
○海面水位の上昇
○北極の氷に異変
○世界の穀物生産への影響
○自然生態系への影響 等

日本の夏季(６・７・８月)の平均気温の変化 日本の夏季(６・７・８月)の豪雨日数の変化

深刻化する地球温暖化 地球温暖化による豪雨日数の増加

地球温暖化がもたらすその他の影響

出典：左記合同研究チームによる計算結果（2004）

注：ＩＰＣＣ(気候変動に関する政府間パネル)により作成されたシナリオに基
づき計算。本ケースは、将来の世界が経済重視で国際化が進むと仮
定したシナリオによる。



⑥人口減少による集落の消滅、耕作放棄地の拡大
人口減少が著しい地域では、既に集落消失等が現実化しつつある。近畿では紀伊半島、丹後地域で集落消滅
に対する危機感が高くなっている。また、全国の耕作放棄地面積も年々拡大している。

全国の自治体に、消滅の可能性がある集落の有無を訊ねたアンケートにおいて、紀伊半島、丹後地域などでは「消滅の可能性あり」と回答した自
治体が多くなっている。

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

出典：農林水産省「農林業センサス」

注：１）「販売農家」とは、経営耕地面積が30アール以上又は

農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。

２）「自給的農家」とは、経営耕地面積が30アール未満かつ

農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。

３）「土地持ち非農家」とは、農家以外で耕地及び耕作放棄地

を５アール以上所有している世帯をいう。

４）「耕作放棄地」とは、以前耕地であったもので、過去1年間

以上作物を栽培せず、しかもこの数年間に再び耕作する

はっきりとした考えのない土地をいう。

耕作放棄地面積の推移集落消滅の危機感を持つ自治体の分布
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アジア諸国では、国際空港の機能強化が進んでおり、国際競争が激化している

アジア各国における国際拠点空港の整備状況

出典：国土交通省航空局「第１回今後の国際拠点空港のあり方に関する懇談会」資料
（http://www.mlit.go.jp/koku/04_outline/08_shingikai/16_kokusaikyoten/h181024_img/03.pdf）

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

⑦空港における国際競争の激化
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⑧港湾における日本の地位低下

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

・
・

東アジアでは、国際港湾の競争が激化しており、わが国の港湾は相対的に地位を低下させている。

出典：ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＹＥＡＲＢＯＯＫ ２００７ ,
ＣＯＮＴＡＩＮＥＲＩＳＡＴＩＯＮ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ

我が国の主要港の相対的地位の低下アジア主要港のコンテナ取扱量
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⑨団塊世代の大量退職
2007年以降、団塊世代の大量退職の時代が訪れる。団塊世代は都市圏に多く、関西圏には、100万人余（構成比
5.7％）の団塊世代が居住。企業における労働力の確保や技術の継承、医療費や年金などの社会保障負担の増加
など、社会経済にかかる様々な問題が発生することが予想される。

出典：野村総合研究所「生活者１万人アンケート調査」（2000年2003年）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成18年12月推計）中
位推計をもとに国土交通省国土計画局作成。

団塊世代を中心とする人口ピラミッドの推移

Ｔｈｒｅａｔ（脅威）

団塊世代の都道府県別分布

出典：平成１２年国勢調査をもと国土交通省国土計画局作成
注：団塊世代：1947～49年生（団塊の世代構成比5.3％）


